
書式第 12号 (法第 28条関係 )

平成 30年度 事 業 報 告 書

特 定リト営利,舌動 ;t,\ 5 y e a r s

1 事業の成果

がん患者とその家族の社会復帰支援を目的に、ウェブサイ トの運営・管理、テ レビ電話会議施設の運
営・管理業務、及びイベン トの開催・運営を行った。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【 2,363】 千円)

(2)そ の他の事業

該当なし

(事業費の総費用 【   0】 千円)

事 業 報 告 用

定款に記載
された
事業名

事業内容 日日寺 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千 円)

患者 とその家族

が必要 とす る情

報・サービスを提

供する事業、及び

当該情報等の収

集、分析、運営・

管理事業

① ウェブサイ ト、テ
レビ電話会議施
設等 を利用 した
相談・質問の運
営・管理事業

② 体験者情報の提
供 を目的 とした
ウェブサイ トの
運営・管理事業

毎 日 ウェブ サ
イ ト上

3人 がん患者、及
び患者家族

不特定多数 1,871

患者支援を目的

とした講演会、イ

ベン ト、セ ミナー

等の開催、運営、

企画、及び管理事

業

がん患者 同士の交流

を 目的 としたイベ ン

ト開催

2018年
12月 16

日 (東京 )

20194F7
月 17 日
(大阪 )

東京
大阪

5人
(東京 )

3人
(大阪 )

がん患者、及
び患者家族

83名 (東京 )

20名 (大阪 )

492



書式第 13号 (法第 28条関係)

平成30年度

事 業 報 告 用

活動計算書 (そ の他事業が上登場合)

特定非営利活動法人 5years

正 員 取 費受

330 952

0

0

．

８
，10,40受取寄附金

施設等受入評価益

― 受取利息 70

用

:.5与
ョ伝費

きまζl誓
1種

蓮蓬嘗費
・ 通信費 

料

●2,363,

115 621

.2

511,221
500,0001

492,0831

198,7841

9,566
308,416
227.512

役員報酬

_ 給料手当
_■.退職給付費用

・■福利厚生費

の

.通 信費
―租税公課
・支払手数料
・消耗品費

7,090
1,509

56,832
17,581

8 293 676

過年度損益修正益

益修正損

ワ1:資

災害損失
年

C D ・・・C当 期 経 常 外 増 減 額

1207 90
法人税、住民税及

正

賛助会員受取会費
ベン ト

01 受取補助金

事業収益

給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

R普 増 減 額 A
ま‐常■外 .収 益 .■ _ ..■ |  ― .  __ ヽ   _

常 ・外 、書・ 用 .



書式第 15号 (法第 28条関係 )

平成30年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人  5years

現 金預金 16,112,996
75,500

0

_未収金

棚卸資産
仮払金

.(・2).

ソフ トウェア

借地権

【A】 資 産 合 計 ①+② 16.198.496

I

2,700未払金

預 り金

長期借入金
退職給付引当金

等・計 ( ) 2,700
正 .印

|奎__QШ
7,902,120

293 676

Πll 正繰期 越

当 正

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 16.198.496

車両運搬具

什器備品



式 (法 2816

1

平成30年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 5years

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (平成23年 11月 20日 一部改正NPO法人会計基準協議会)によっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

(2)固 定資産の減価償却の方法

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金

引当金

(1)施設の提供等の物的サー ビスを受けた場合の会計処理

(5)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

2.事 業別損益の状況

科 目

患者 とその家族が必要 とする情報 。

サー ビスを提供する事業、及び当該情
報等の収集、分析、運営・管理事業

患者支援を目的 と
した講演会、イベ

ン ト、セ ミナー等
の開催、運営.企
画、及び管理事業

事業部門計 管理部門 合 計

10,408,869

0

330,952

70

10,408,869 330,952 10,739,821 70 10,739,891

198,784

9,566

0

227.512

0
308,416

115,621

511,221
0

500,000

492.083

221

0

000

083
784

566

0

512

0

416
621

511,

227,

500,

492,

198,

9,

308,

115,

0

7,090

1.509

56,832
17,581

221

0

000

083

784

566

0

602

509

248

202

511,

500,

492,

198,

9,

234,

1,

365,

133,

1,871,120 492,083 2,363,203 83,012 2,446,215
2.446.2151,871,120 492,083 2,363,203 83,012

8,537,749 -161,131 B 圧ロ 匝B 巨 2 睦2 8 293 676

I 経常収益
1 受取会費
2.受 取寄附金
3.受 取助成金等
4 事業収益
5 その他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(|)人件費

給料手当

福利厚生費

人件費計
(2)そ の他経費

広告宣伝費
システム開発費
ンステム維持・運営責

イベント開催・運営姜

印刷製本費

会議費

旅費交通費

通信費

租税公課

支払手数料

消耗品費

その他経費計
経常費用計

当期経常増減額 ■亜憂□□■■塵ロロ

内容 金額 算定方法

3.施 設の提供等の物的サー ビスの受入の内訳



4 使途等が制約 された寄附金等の内訳
使途等が制約 された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。
当法人の正味財産は 16,195,796円 ですが、その うち3,380,000円 は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約 されていない正味財産は12,815,796円 です。

(単位 :円 )

内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備 考
がんサロン

合 計

3,380,000 0 0 3.380,000

3.380.000 3.380.000

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者 との取引の内容
役員及びその近親者 との取引は以下の通 りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項

事業費と管理費の按分方法

その他の事業に係る資産の状況

8

科 日 期首取得価額 取得 減 少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

合計

科 日 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高

合計

科 目
計算書類に

計上 された

金額

内、役員 と
の取引

内、近親者
及び支配法
人との取引

10,408,869 380,555 100,000

10,408.869 380.555 100,000

2,700 0 0

2,700

(活 動計算書)

受取寄付金

受取助成金
活動計算書計

(貸借対照表 )

未払金

貸借対照表計



書式第 17号 (法第 28条関係 )

平成30年度 財産目録

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 5years

・●_現金預金

85,500

1 16,112,996
113,1711

15,999,8251

手元現金
みずに銀行普通預金

_未収金
|1  受取会費未収金
|. 仮払金

75,500
10,000

棚卸資産
販売用寄附物品

什器備品
バ ンコン

|.′ 車両運搬具
|■
―  事業用車両

地借 権

ソフ トウェア
オペ レーションシステム

文書編集 ソフ ト

【A】 資 産 合 計 ①+② 16.198.496

● 未払金

源泉徴収税

. 事務用品購入・打合せ費用その他

|~石り金

退職給付引当金

・ 長期借入金

回菫重盤金止三二二重金 ―
‐‐

=「

~■

「「「
F「T「F

③+④【B-1】 負 2.700債 合 計

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 16.195.7

敷 金

長期貸付金

2



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

平成30年度役員名簿

特定非営利活動塗△ 5_■ ears

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条 を確認の上、チェックを入れてください。)

□ 以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)

□ 各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに

O

(フ リガナ )

氏    名

住 所 又 は 居 所
前事業年度内の

就任期間

報酬 を受 けた期 間

(該 当者のみに記

入 )

1
事

オオクボジュンイチ

大久保淳一

平成30年8月 1日

令和1年7月 31

2
事

ハシモ トユウゾウ

橋元祐三

平成30年 8月 1日

令和 1年 7月 31

3
{

事

ウルシハラリョウイチ

漆原良一

平成30年 8月 1日

令和1年 7月 31

4
事

ヒデカズヒロ

秀一浩

平成30年 8月 1日

令和1年 7月 31

5 理 事

ワダハジメ

和 田太

平成30年 8月 1日

令和1年 7月 31

理事・

監 事



書式第4号 (法第 10条・第 28条関係)

設立 。事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人5years

住 所 又 は 居 所氏    名

大久保淳一

2
和 田太

橋元祐三＾
０

4
漆原良一

5
秀一浩

6
大久保英子

7
高橋秀明

石川幸太郎
8

山本晃
9

10
DFG株式会社

代表取締役大久保淳一

11

12


